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This paper investigates the sequence of trade liberalization in postwar Japan and its 
determinants. As the Japanese government utilized the foreign exchange allocation 
system as a tool for the industrial policy, especially for protecting domestic industries, in 
the 1950s, trade liberalization was considered to give a serious impact on those 
industries, and designing the sequence of trade liberalization was an important policy 
issue. We indentified the timing of liberalization of each commodity using original 
official documents, and examined what factors affected on the timing. It was found that 
in designing the sequence of trade liberalization, the government took into account of 
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1.はじめに 
  1960 年 6 月、日本政府の貿易為替自由化促進閣僚会議は「貿易・為替自由化計画大綱」

















し、 第 3 節では貿易自由化が政府の計画にしたがって段階的に実施されたことを確認する。
そのうえで第 4 節では、繊維産業と紙パルプ産業に焦点を当てて個々の財の自由化タイミ
ングの決定要因を分析する。第 5 節はまとめにあてられる。 
 
2.  戦後日本の貿易自由化：概観 
                                                  
1 「貿易・為替自由化計画大綱」では「自由化率」は、 「政府輸入物資を除く（昭和 34 年－
カッコは引用者）輸入通関総額において占める自由な輸入にかかわる商品額の割合」と定
義されている（貿易・為替自由化促進閣僚会議「貿易・為替自由化計画大綱」1960 年 6 月
24 日、通商産業省『自由化総括資料』 ） 。 
2  通商産業省・通商産業調査会編『通商産業政策史』第 8 巻、通商産業調査会、1991 年、
第 2 章、中北徹「貿易と資本の自由化政策」香西泰・寺西重郎編『戦後日本の経済改革－
市場と政府』東京大学出版会、1993 年、第 12 章、Shinji Takagi、 “The Japanese System 
of foreign exchange and trade control, 1950-1964,” working paper, Columbia Business 
School, 1996。 
3  Sam Peltzman, “Toward a More General Theory of Regulation,” Journal of Law and 
Economics, 29: 109-148, 1976; Paul Joscow and Roger Noll, “Regulation in Theory and 
Practice: An Overview,” in Gary Fromm ed., Studies in Public Regulation, Cambridge, 
MA: MIT Press, 1981; Randall, S. Kroszner and Philips E. Strahan, “What Drives 
Deregulation ?: Economics and Politics of the Relaxation of Bank Regulation,” 
Quarterly Journal of Economics, 114(4):1437-1467, 1999.  3
戦時期以来継続されていた政府による直接的貿易管理が終了したことにともなって、194































8。   
                                                  
4  Tetsuji Okazaki and Takafumi Korenaga, “The Foreign Exchange Allocation Policy in 
Postwar Japan: Its Institutional Framework and Function,” in Takatoshi Ito and Anne 
O. Krueger eds., Changes in Exchange Rates in Rapidly Developing Countries: Theory, 
Practice and Policy Issues, Chicago, The University of Chicago Press, 1999。   
5  内閣総理大臣以外の委員は、外務、大蔵、農林、通商産業、運輸の各大臣と経済企画庁長
官であった （東京銀行調査部 『外貨予算制度の解説』 東京銀行調査部、 1960 年、 24-26 頁） 。 
6通商産業省 ・ 通商産業調査会編 『通商産業政策史』 第 6 巻、 通商産業調査会、 1990 年、 122-124
頁。 
7  同上。 














戦後の「過渡期」にある国に為替制限を認めた IMF 第 14 条と国際収支条の理由による輸入
制限を認めた GATT 第 12 条に基づく措置であった。そのため、1950 年代後半に日本経済が
高度成長局面に入り、経常収支のバランスがほぼ回復すると、日本の貿易自由化を求める
圧力が IMF、GATT や欧米諸国から強くなった。具体的には 1959 年 9～10 月の IMF 総会、同
年 10 月の GATT 総会で日本を含む各国について為替制限、輸入制限の撤廃が求められた。
  このような状況下で翌 1960 年 1 月、日本政府は貿易為替自由化促進閣僚会議を設置し、
同会議は 1960 年 6 月に「貿易為替自由化計画大綱」を決定した。同年 4 月現在 40％であっ
た「自由化率」（政府輸入物資を除く 1959 年の輸入総額に占める自由化品目、すなわち自
動承認制品目の割合）を 3 年後におおむね 80％に引き上げることがその骨子であった
10。I
MF 等が継続的に自由化圧力を加える中で、以後日本の貿易自由化は急速に進展した。上記
の意味での自由化率は「貿易為替自由化計画大綱」決定から 1 年半を待たずに 1962 年 10









                                                  
9  前掲『通商産業政策史』第 6 巻、153-157 頁。“The Foreign Exchange Allocation Policy 
in Postwar Japan: Its Institutional Framework and Function,” op cit.  は羊毛紡績業につ
いて、企業別外貨割当の輸出促進および設備投資促進効果を明らかにしている。   
10  以上、通商産業省・通商産業調査会編『通商産業政策史』第 8 巻、通商産業調査会、1991
年、171-215 頁による。  5
（近い将来自由化するもの） 、③現状からの判断では上記期間中に自由化することには問題
があるが、極力近い時期に自由化するよう努めるもの（所要の時日をかして自由化するも









きいために、対象を特定できないものを取り除いた。 「光学機械」 「繊維機械」 「木材加工品」
などがそれにあたる。その結果、 「大綱」で取り上げられている 96 の財ないし財グループ
のうち 25 が除かれ、71 の財が残された。 
71 の財のうち、①早期に自由化するもの、②近い将来自由化するもの、③所要の時日を
かして自由化するもの、④相当期間自由化が困難なものの数は、それぞれ 20、19、15、17
となる。また、産業別に区分すると鉱工業品が 46、農林水産業品が 25 である。両産業間で
①～④のカテゴリーの構成を比較すると、明確に鉱工業品の方が、自由化スケジュールが
早期に設定されていたことがわかる。農林水産業品は品目数で 6 割が④相当期間自由化困








目の改訂が行われた 1961 年 4 月 7 日、1962 年 4 月 13 日、1962 年 10 月 11 日の「輸入公表」
のデータを使用する。1961 年 4 月 7 日の「輸入公表」は、原綿、原毛等の繊維原料を中心
に 530 品目を自動承認制に移したもので
13、その結果、自由化率は 44％から 62％に大幅に
上昇した。1962 年 4 月 13 日の「輸入公表」は、それまでの自由化の進展を踏まえて、自動
承認制品目のリストを掲げるポジティブ・リスト方式から、非自由化品目のリストを掲げ
るネガティブ・リスト方式に移行した点、すなわち原則非自由化から原則自由化に規制枠
組みを転換した点で重要な意味を持っている。1962 年 10 月 11 日の「輸入公表」では、石
                                                  
11  前掲「貿易・為替自由化計画大綱」 。 
12  出典は東海銀行『調査月報』1960 年 8 月。 
13  前掲『通商産業政策史』第 8 巻、220 頁。  6
炭産業との関係で懸案となっていた原油を含む 230 品目が自由化され、その結果、自由化
率は 73％から 88％に上昇した（表 1） 。 
  表 2 は、上記の 71 の財について、1961 年 4 月、1962 年 4 月、1962 年 10 月の各時点で、
そのうちいくつの財が自由化されていたかが、 「大綱」 の自由化目標時期のカテゴリー別に、
示している。まず合計について見ると、1961 年 4 月時点では 10（14.1％）であった自由化
品目が 62 年 4 月に 26（36.6％）になり、62 年 10 月には 36（50.7％）になったことがわか
る。 「大綱」に掲げられた財について、着実に自由化が進展したことになる。 
  自由化目標時期のカテゴリー別に見ると、1964 年 4 月時点では全体の自由化品目比率が
14.1％であった中で、①の財はすでに 35.0％が自由化されていた。一方、②の財の自由化
品目比率は平均をやや上回る 15.8％で、③と④の財については、ここでのサンプルに関す
る限り、まったく自由化されていなかった。1962 年 4 月になると①の財の自由化品目比率
は 85％に達し、②の自由化品目比率も 47.4％に上昇したが、③と④については依然として
自由化が行われていなかった。 ①の財については 1962 年 4 月の 85％で自由化は頭打ちとな





















                                                  
14 貿易為替自由化促進閣僚会議決定「貿易・為替自由化促進計画」 （ 1 9 6 1年9月2 6日 ） 、前
掲『自由化総括資料』 。  7































                                                  
15  通商産業省「わが国の国際収支に対する考え方」1961 年 6 月 26 日、前掲『自由化総括
資料』 。 
16  前掲『通商産業政策史』第 8 巻、205 頁、通産省大臣官房企画室・通商局予算課・企業
局企業第一課「貿易自由化ヒヤリング要領（案） 」 、1960 年 3 月 31 日、通産省企業局企業























モデルを用いて推定する。1960 年 6 月時点ではここで対象としている財はいずれも自由化




  Pr(LIBi＝1)=F(RPRICEi, FIRMi, NATURALi, CHEMICALi) 
 
ここで、LIBiは自由化のタイミングを示すダミー変数であり、1962 年 4 月に財 i が自由化
されていた場合に 1、そうでない場合に 0 をとる。1962 年 4 月は全体の自由化率が 73％と





基本統計量は表 3 にまとめられている。 
                                                  
17  前掲『貿易自由化原局ヒヤリング資料(1)  軽工業局繊維局関係』 。他に軽工業局、重工業
局、鉱山局の資料が残されている（同前資料および、通産省企業局企業第一課『貿易自由
化原局ヒヤリング資料(2)鉱山局重工業局関係』 ） 。 
18  複数の海外市場のデータが掲載されている場合は、その中のもっとも低い価格を使用し
た。 




  推定結果は表 4 の通りである。内外価格比の係数は有意に負となる。すなわち 1960 年時
点で国内価格が海外価格より相対的に高く、したがって日本製品の国際競争力が低い財ほ
ど、1962 年 4 月までに自由化される確率が低かった。これは上に見た記述資料が示す関係





















年 月 自由化率（％） 非自由化品目数
1960 4 41 －
74 2 －
10 44 －




1962 4 73 492
10 88 262
11 88 254





1961.4 1962.4 1962.10 1961.4 1962.4 1962.10
計 計 71 10 26 36 14.1 36.6 50.7
①早期に自由化 20 7 17 17 35.0 85.0 85.0
②近い将来自由化 19 3 9 13 15.8 47.4 68.4
③所要の日時をかして自由化 15 0 0 4 0.0 0.0 26.7
④相当期間自由化困難 17 0 0 2 0.0 0.0 11.8
鉱工業品 計 46 10 24 32 21.7 52.2 69.6
①早期に自由化 16 7 16 16 43.8 100.0 100.0
②近い将来自由化 17 3 8 12 17.6 47.1 70.6
③所要の日時をかして自由化 11 0 0 3 0.0 0.0 27.3
④相当期間自由化困難 2001 0 . 0 0 . 0 50.0
農林水産業品 計 25 0 2 4 0.0 8.0 16.0
①早期に自由化 4011 0 . 0 25.0 25.0
②近い将来自由化 2011 0 . 0 50.0 50.0
③所要の日時をかして自由化 4001 0 . 0 0 . 0 25.0
④相当期間自由化困難 15 0 0 1 0.0 0.0 6.7
資料：前掲「貿易・為替自由化計画大綱」、『官報』1961年4月7日、1962年4月13日、1962年10月11日。表3 基本統計量
観測数 平均 標準偏差 最大 最小
LIB 38 0.263 0.115 1.000 0.000
RPRICE 38 1.145 0.202 1.503 0.643
FIRM 38 1,186 3,996 14,650 1
資料：本文参照。表4 貿易自由化の決定要因
被説明変数：LIB
RPRICE -23.48 (-1.96) **
FIRM -0.059 (-2.11) **
NATURAL 6.383 (2.06) **
CHEMICAL -4.187 (1.72) *






　　 *   10％水準で有意。